
 

この解答の著作権はＴＡＣ(株)のものであり、無断転載・転用を禁じます｡ 

 

簿記検定講座 

第２１１回 上級 工業簿記 ① 
 

 

問題１ 

 

問１ 

 

   等級製品Ｘの正常減損費 〔  ⑤     18,600    〕円 

 

   等級製品Ｙの正常減損費 〔  ⑤     29,400    〕円 

 

問２ 

 

   等級製品Ｘ 完成品原価〔  ③  1,793,205    〕円 月末仕掛品原価〔  ③     82,530    〕円 

 

   等級製品Ｙ 完成品原価〔  ③  1,698,624    〕円 月末仕掛品原価〔  ③     66,456    〕円 

 

問３ 

 

   等級製品Ｘ当月製造費用 直接材料費〔  ③  1,185,500    〕円 加工費〔  ③     691,350    〕円 

 

   等級製品Ｙ当月製造費用 直接材料費〔  ③  1,166,000    〕円 加工費〔  ③     530,580    〕円 

 

問４ 
  

借    方 金    額 貸    方 金    額 

異 常 減 損 費    39,465 仕 掛 品    39,465 

すべて正解で⑥ 

 

問５ 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

  正常減損費は、管理された正常な状態において製品製造上不可避的に発生し、良品製造のために 

 必要なものであるため、良品の製造原価に含めるべきである。                                 ⑩ 
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簿記検定講座 

第２１１回 上級 工業簿記 ② 
 

 

問題２ 

 

問１ 基準操業度 〔  ④   62,400  〕時間 

 

問２ 変動費率 〔  ③      110  〕円/時間  固定費 〔  ③  1,037,000  〕円 

 

問３ 予定配賦率 〔  ④      600  〕円/時間 

 

問４ 

 

 №１ №２ №３ №１－Ｒ №２－２ 

直 接 材 料 費 〔② 1,800,000〕 〔     360,000〕 〔   1,656,000〕 〔      96,000〕 〔     840,000〕 

直 接 労 務 費 〔   1,458,000〕 〔②   432,000〕 〔   1,274,400〕 〔     129,600〕 〔   1,782,000〕 

製 造 間 接 費 〔     810,000〕 〔     240,000〕 〔     708,000〕 〔②    72,000〕 〔     990,000〕 

作業屑売却益 ― ― 〔②  △25,000〕 ― ― 

仕 損 売 却 益 ― 〔② △145,000〕 ― ― ― 

仕 損 費 振 替 〔     297,600〕 〔   △887,000〕 ― 〔② △297,600〕 〔②   887,000〕 

合  計 〔② 4,365,600〕 〔           0〕 〔② 3,613,400〕 〔           0〕 〔② 4,499,000〕 

＊マイナスには△をつけること。 

 

問５ 

製造間接費 

諸  口 〔      3,280,000  〕 予定配賦額 〔      2,820,000  〕 

予算差異 〔          ―     〕 予算差異 〔 ③     250,000  〕 

操業度差異 〔          ―     〕 操業度差異 〔 ③     210,000  〕 

 

 

問６ 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○数字は予想配点 

  平均操業度の場合は、基準操業度と乖離したことによる固定製造間接費の配賦過不足であり、 

 実際的生産能力の場合は、設備の遊休が生じたことによる配賦漏れ（不働能力費）である。        ⑩ 
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簿記検定講座 

第２１１回 上級 原価計算 ① 
 

 

問題１ 不利差異には△を付すこと 

 

問１ 
 

予算・実績差異分析総括表   （単位：円） 
 

予算営業利益 〔   ②      1,934,000 〕  

売上高差異         

( 販売価格差異 ) 〔         △  150,000 〕 ⑤     

販売数量差異 〔             500,000 〕  〔             350,000 〕  

変動売上原価差異         

単位当たり変動売上原価差異 〔   ⑤    △  345,000 〕      

販売数量差異 〔         △  160,000 〕  〔         △  505,000 〕  

変動販売費差異         

予算差異 〔         △   25,000 〕      

販売数量差異 〔   ⑤    △   24,000 〕  〔         △   49,000 〕  

貢献利益差異 〔         △  204,000 〕  

( 固定加工費差異 )     〔              70,000 〕 ② 

固定販売費及び一般管理費差異     〔         △   60,000 〕  

実際営業利益 〔   ②      1,740,000 〕  

 

問２     〔    ⑩   △ 400,000    〕円 

 

問３ 
 
   市場占有率差異    〔    ⑤   △ 2,500,000    〕円 

 
   市場総需要差異    〔    ⑤      3,000,000    〕円 

 

 

 

 

計算過程 

 市場占有率差異：25,000円/個×(500個－500個÷10％×12％)＝△2,500,000円 

 市場総需要差異：25,000円/個×(500個÷10％×12％－480個)＝(+)3,000,000円 
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簿記検定講座 

第２１１回 上級 原価計算 ② 
 

 

問題２ 

 

問１     〔    ⑩      1,960,000    〕円 

 

問２ 初期投資額                    〔   ③   (△)32,000,000    〕円 
 
   年々のキャッシュ・フロー      〔   ④        8,360,000    〕円 

 
   売却によるキャッシュ・フロー  〔   ④          770,000    〕円 

  

問３ 正味現在価値  〔    ⑩      1,905,850    〕円 
 

 

問４  〔    ⑩        477,298    〕円 
 

 

 

問５ １年目のキャッシュ・フロー    〔    ⑩      9,200,000    〕円 

 

 

問題３ 
 

Ａ 原価センター Ｂ 利益センター 

Ｃ 投資センター Ｄ ミニ・プロフィットセンター 

Ｅ 権  限 Ｆ 内部振替価格 

Ｇ 売買取引 Ｈ 市場環境 

 
各① 

 

 

 

○数字は予想配点 

計算過程 

 8,360,000円×3.993＋770,000円×0.681－32,000,000円＝(+)1,905,850円 

 正味現在価値がプラスであるため、この投資案を採用すべきである。 

 

計算過程  製品Ｙにおけるキャッシュ・フローの減少額(年間)をＹ(円)とおく。 

   Ｙ＞1,905,850円÷3.993 

   Ｙ＞477,297.77…円 

 よって、Ｙが477,298円以上ならば、この投資案は採択すべきでない。 
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【工業簿記解説】 
 

問題１ 等級別総合原価計算（単純総合原価計算に近い方法） 

問１ 各等級製品の正常減損費 

１．生産データの整理と積数の算定 

生産データを整理し，各項目の完成品換算量に等価係数を乗じて積数を算定する。 

(1) 等級製品Ｘ 
 

仕掛品－等級製品Ｘ   

月初 100ℓ 完成  

(30ℓ) 3,700ℓ → 3,700ℓ×1.0＝3,700ℓ 

当月投入 (3,700ℓ) → 3,700ℓ×1.0＝3,700ℓ 

3,950ℓ 正常減損 50ℓ →    50ℓ×1.0＝   50ℓ 

(3,860ℓ) (20ℓ) →    20ℓ×1.0＝   20ℓ 

 異常減損 100ℓ →   100ℓ×1.0＝  100ℓ 

 (50ℓ) →    50ℓ×1.0＝   50ℓ 

 月末 200ℓ →   200ℓ×1.0＝  200ℓ 

 (120ℓ) →   120ℓ×1.0＝  120ℓ 

※ （  ）内の数値は加工費の完成品換算量を表す。 

(2) 等級製品Ｙ 
 

仕掛品－等級製品Ｙ   

月初 250ℓ 完成  

(100ℓ) 4,800ℓ → 4,800ℓ×0.8＝3,840ℓ 

当月投入 (4,800ℓ) → 4,800ℓ×0.6＝2,880ℓ 

4,850ℓ 正常減損 100ℓ →   100ℓ×0.8＝   80ℓ 

(4,910ℓ) (50ℓ) →    50ℓ×0.6＝   30ℓ 

 月末 200ℓ →   200ℓ×0.8＝  160ℓ 

 (160ℓ) →   160ℓ×0.6＝   96ℓ 

※ （  ）内の数値は加工費の完成品換算量を表す。 
 
２．正常減損費の負担関係 

 

 

  

０％ 40％ 50％ 100％ 

完成品 

完成品、月末仕掛品、異常減損の三者負担 

異常減損 

60％ 

月末 

 〈等級製品Ｘ〉 

正常減損 

０％ 50％ 100％ 

完成品 

完成品、月末仕掛品の両者負担 

80％ 

月末 

 〈等級製品Ｙ〉 

正常減損 
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３．製造費用の按分（平均法） 

問題の指示により、正常減損費の処理は非度外視法によるため、まずは月初仕掛品原価と当月製造費用の合計額を、各

製品の積数を基礎に完成品、月末仕掛品、正常減損および異常減損に按分する。 

(1) 直接材料費 

仕掛品－直接材料費（積数で按分）   

月初Ｘ  完成Ｘ 3,700ℓ  

29,500円   

当月投入Ｘ 1,110,000円  

 正常減損Ｘ 50ℓ  

 15,000円  

 異常減損Ｘ 100ℓ  

 30,000円  

 月末Ｘ 200ℓ  

 60,000円  

月初Ｙ  完成Ｙ 3,840ℓ  

58,000円   

当月投入Ｙ 1,152,000円  

 正常減損Ｙ 80ℓ  

2,351,500円 24,000円  

(ＸとＹの合計) 月末Ｙ 160ℓ  

 48,000円  
 

按分単価： 
29,500円＋58,000円＋2,351,500円 

＝300円/ℓ 
3,700ℓ＋50ℓ＋100ℓ＋200ℓ＋3,840ℓ＋80ℓ＋160ℓ 

等級製品Ｘ完成品原価：300円/ℓ×3,700ℓ＝1,110,000円 

等級製品Ｘ正常減損費：300円/ℓ×   50ℓ＝   15,000円 

等級製品Ｘ異常減損費：300円/ℓ×  100ℓ＝   30,000円 

等級製品Ｘ月末仕掛品原価：300円/ℓ×  200ℓ＝   60,000円 

等級製品Ｙ完成品原価：300円/ℓ×3,840ℓ＝1,152,000円 

等級製品Ｙ正常減損費：300円/ℓ×   80ℓ＝   24,000円 

等級製品Ｙ月末仕掛品原価：300円/ℓ×  160ℓ＝   48,000円 

(2) 加工費 

仕掛品－加工費（積数で按分）   

月初Ｘ  完成Ｘ 3,700ℓ  

8,850円   

当月投入Ｘ 666,000円  

 正常減損Ｘ 20ℓ  

 3,600円  

 異常減損Ｘ 50ℓ  

 9,000円  

 月末Ｘ 120ℓ  

 21,600円  

月初Ｙ  完成Ｙ 2,880ℓ  

10,500円   

当月投入Ｙ 518,400円  

 正常減損Ｙ 30ℓ  

1,221,930円 5,400円  

(ＸとＹの合計) 月末Ｙ 96ℓ  

 17,280円  
 

按分単価： 
8,850円＋10,500円＋1,221,930円 

＝180円/ℓ 
3,700ℓ＋20ℓ＋50ℓ＋120ℓ＋2,880ℓ＋30ℓ＋96ℓ 

等級製品Ｘ完成品原価：180円/ℓ×3,700ℓ＝666,000円 

等級製品Ｘ正常減損費：180円/ℓ×   20ℓ＝  3,600円 

等級製品Ｘ異常減損費：180円/ℓ×   50ℓ＝  9,000円 

等級製品Ｘ月末仕掛品原価：180円/ℓ×  120ℓ＝ 21,600円 

等級製品Ｙ完成品原価：180円/ℓ×2,880ℓ＝518,400円 

等級製品Ｙ正常減損費：180円/ℓ×   30ℓ＝  5,400円 

等級製品Ｙ月末仕掛品原価：180円/ℓ×   96ℓ＝ 17,280円 
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４．各等級製品の正常減損費 

等級製品Ｘの正常減損費：15,000円＋3,600円＝18,600円 

等級製品Ｙの正常減損費：24,000円＋5,400円＝29,400円 

 

問２ 各等級製品の正常減損費を追加配賦した完成品原価と月末仕掛品原価 

１．正常減損費の追加配賦 

問題の指示にしたがって、非度外視法により正常減損費を関係品に追加配賦する。両製品ともに正常減損は定点発生の

ため、数量比で関係品に正常減損費を配賦していく。 

(1) 正常減損費の追加配賦（等級製品Ｘ） 

上記解説２のとおり、定点発生のため、完成品、月末仕掛品、異常減損の三者に数量比で追加配賦を行う。 

異 常 減 損： 
18,600円 

× 100ℓ＝  465円 
3,700ℓ＋200ℓ＋100ℓ 

月末仕掛品： 〃 ×  200ℓ＝  930円 

完 成 品： 〃 ×3,700ℓ＝17,205円 

(2) 正常減損費の追加配賦（等級製品Ｙ） 

上記解説２のとおり、定点発生のため、完成品と月末仕掛品の二者に数量比で追加配賦を行う。 

月末仕掛品： 
29,400円 

×  200ℓ＝ 1,176円 
4,800ℓ＋200ℓ 

完 成 品： 〃 ×4,800ℓ＝28,224円 
 
２．各等級製品の正常減損費を追加配賦した完成品原価と月末仕掛品原価 

(1) 等級製品Ｘ 

完 成 品 原 価：1,110,000円＋666,000円＋17,205円＝1,793,205円 

月末仕掛品原価：60,000円＋21,600円＋930円＝82,530円 

異 常 減 損 費：30,000円＋9,000円＋465円＝39,465円 

(2) 等級製品Ｙ 

完 成 品 原 価：1,152,000円＋518,400円＋28,224円＝1,698,624円 

月末仕掛品原価：48,000円＋17,280円＋1,176円＝66,456円 

 

問３ 等級製品Ｘおよび等級製品Ｙの直接材料費と加工費の当月製造費用 

問１で製造費用を按分した結果から、逆算して各等級製品の当月製造費用を算定する。 

１．等級製品Ｘ 

(1) 直接材料費 

仕掛品Ｘ－直接材料費   

月初  完成   

29,500円   

当月製造費用 1,110,000円  

 正常減損   

 15,000円  

1,185,500円 異常減損   

（貸借差引） 30,000円  

 月末   

 60,000円  

当月製造費用（直接材料費）：1,110,000円＋15,000円＋30,000円＋60,000円－29,500円 

＝1,185,500円 

(2) 加工費 

仕掛品Ｘ－加工費   

月初  完成   

8,850円   

当月製造費用 666,000円  

 正常減損   

691,350円 3,600円  

（貸借差引） 異常減損   

 9,000円  

 月末   

 21,600円  

当月製造費用（加工費）：666,000円＋3,600円＋9,000円＋21,600円－8,850円＝691,350円 
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２．等級製品Ｙ 

(1) 直接材料費 

仕掛品Ｙ－直接材料費   

月初  完成   

58,000円   

当月製造費用 1,152,000円  

 正常減損   

1,166,000円 24,000円  

(貸借差引) 月末   

 48,000円  

当月製造費用（直接材料費）：1,152,000円＋24,000円＋48,000円－58,000円＝1,166,000円 

(2) 加工費 

仕掛品Ｙ－加工費   

月初  完成   

10,500円   

当月製造費用 518,400円  

 正常減損   

530,580円 5,400円  

(貸借差引) 月末   

 17,280円  

当月製造費用（加工費）：518,400円＋5,400円＋17,280円－10,500円＝530,580円 

 

問４ 等級製品Ｘの異常減損費を仕掛品勘定から異常減損費勘定に振り替える仕訳（単位：円） 

等級製品Ｘの異常減損費を仕掛品勘定から異常減損費勘定に振り替える仕訳は以下のとおりである。 

等級製品Ｘの異常減損費：30,000円＋9,000円＋465円＝39,465円 

（異 常 減 損 費） 39,465  （仕 掛 品） 39,465 

 

問５ 正常減損費が良品の製造原価に含まれる理由（理論問題） 

解答参照 

 

問題２ 個別原価計算 

問１ 年間の基準操業度 

「基準操業度は過去５年間の平均操業度を用いている」との記述から、過去５年間の年間実際操業度の平均で年間の基

準操業度を求める。 

（62,600時間＋62,480時間＋62,200時間＋62,350時間＋62,370時間）÷５年＝62,400時間 

 

問２ 間接労務費の変動費率と月間固定費 

過去６ヶ月間の実績から、最高の操業度の３月と最低の操業度の５月のデータより、高低点法により、間接労務費の変

動費率と月間固定費を算定する。 

変動費率： 
1,548,500円－1,474,800円 

＝110円/時間 
4,650時間－3,980時間 

月間固定費：1,548,500円－110円/時間×4,650時間＝1,037,000円 

または、1,474,800円－110円/時間×3,980時間＝1,037,000円 

 

問３ 製造間接費の予定配賦率 

１．変動費率 

70円/時間＋110円/時間＝180円/時間 

間接材料費 間接労務費 
 
２．月間固定費と固定費率 

月間固定費：158,000円＋1,037,000円＋989,000円＝2,184,000円 
 間接材料費 間接労務費 間接経費 

月間基準操業度：62,400時間÷12ヶ月＝5,200時間 

固定費率：2,184,000円÷5,200時間＝420円/時間 
 
３．予定配賦率 

180円/時間＋420円/時間＝600円/時間 
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問４ 製造指図書別原価計算表 

製造指図書別原価計算表を作成すると、以下のようになる。 

 No.1 No.2 No.3 No.1-R No.2-2 合 計 

直接材料費 1,800,000 360,000 1,656,000 96,000 840,000 4,752,000 

直接労務費 1,458,000 432,000 1,274,400 129,600 1,782,000 5,076,000 

製造間接費 810,000 240,000 708,000 72,000 990,000 2,820,000 

小 計 4,068,000 1,032,000 3,638,400 297,600 3,612,000 12,648,000 

作業屑売却益 － － △25,000 － － △25,000 

仕損売却益 － △145,000 － － － △145,000 

仕損費振替 297,600 △887,000 － △297,600 887,000 0 

合 計 4,365,600 0 3,613,400 0 4,499,000 12,478,000 

備 考  No.2-2へ賦課  No.1へ賦課   

 

１．直接材料費 

No.1 ：1,200円/kg×1,500kg＝1,800,000円 

No.2 ：1,200円/kg× 300kg＝ 360,000円 

No.3 ：1,200円/kg×1,380kg＝1,656,000円 

No.1-R：1,200円/kg×   80kg＝  96,000円 

No.2-2：1,200円/kg×  700kg＝  840,000円 

合 計：1,800,000円＋360,000円＋1,656,000円＋96,000円＋840,000円＝4,752,000円 
 
２．直接労務費 

No.1 ：1,080円/時間×1,350時間＝1,458,000円 

No.2 ：1,080円/時間× 400時間＝  432,000円 

No.3 ：1,080円/時間×1,180時間＝1,274,400円 

No.1-R：1,080円/時間×  120時間＝  129,600円 

No.2-2：1,080円/時間×1,650時間＝1,782,000円 

合 計：1,458,000円＋432,000円＋1,274,400円＋129,600円＋1,782,000円＝5,076,000円 
 
３．製造間接費 

No.1 ：600円/時間×1,350時間＝810,000円 

No.2 ：600円/時間× 400時間＝240,000円 

No.3 ：600円/時間×1,180時間＝708,000円 

No.1-R：600円/時間×  120時間＝ 72,000円 

No.2-2：600円/時間×1,650時間＝990,000円 

合 計：810,000円＋240,000円＋708,000円＋72,000円＋990,000円＝2,820,000円 
 
４．仕損費の処理 

(1) No.1とNo.1-R 

No.1-Rは補修指図書であり正常な仕損であるため、No.1-Rに集計された297,600円を、No.1の原価に仕損費として振り

替えて直接経費として加算する。 

(2) No.2とNo.2-2 

No.2の製品に仕損の程度が著しい正常な仕損が生じたために、代品を製造するために発行されたのが代品製造指図書

No.2-2であるので、No.2に集計された1,032,000円から仕損売却益（額）145,000円を控除した887,000円を、No.2-2の原

価に仕損費として振り替えて直接経費として加算する。 
 
５．作業屑の処理 

No.3の製品から作業屑が発生したため、作業屑売却益（額）25,000円をNo.3の原価から控除する。 
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問５ 製造間接費の差異分析（公式法変動予算） 

１．製造間接費の差異分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

操業度 

 

 

※１ 実際操業度：1,350時間＋400時間＋1,180時間＋120時間＋1,650時間＝4,700時間 

※２ 予定配賦額：600円/時間×4,700時間＝2,820,000円 

予算差異：（180円/時間×4,700時間＋2,184,000円）－3,280,000円＝△250,000円（借方差異） 

操業度差異：420円/時間×（4,700時間－5,200時間）＝△210,000円（借方差異） 
 
２．製造間接費勘定の記入 

(1) 借方 

諸  口：3,280,000円（実際発生額） 

(2) 貸方 

予定配賦額：2,820,000円 

予算差異：250,000円 

操業度差異：210,000円 

 

問６ 基準操業度が平均操業度の場合と実際的生産能力の場合の操業度差異の意味（理論問題） 

解答参照 

 

 

 

変動費予算 

＠180円×操業度 

 予定配賦率 

＠600円 

 

変動費率＠180円 

固定費率＠420円 

 

実際発生額 3,280,000円 

 金額 

 
予算差異 

△250,000円 

 

予算許容額 

3,030,000円 

 

予定配賦額※２ 

2,820,000円 

 

固定費月間予算 

2,184,000円 

 操業度差異 

△210,000円 

 基準操業度 
5,200時間 

 

実際操業度※１ 
4,700時間 

 



【原価計算解説】

問題１ 予算・実績差異分析

問１ 予算・実績差異分析総括表

解答に先立ち、直接原価計算方式の損益計算書を予算と実績とで作成すると、下記のとおりである。

（単位：円）

予 算 実 績 差 異

売 上 高 ＠25,000× 480個＝ 12,000,000 ＠ 24,700× 500個＝12,350,000 (+)350,000

変動売上原価 ＠ 8,000※１×480個＝ 3,840,000 4,345,000※２ (-)505,000

変動販売費 ＠1,200× 480個＝ 576,000 625,000 (-) 49,000

貢 献 利 益 7,584,000 7,380,000 (-)204,000

固定加工費 3,850,000 3,780,000 (+) 70,000

固定販管費 1,800,000 1,860,000 (-) 60,000

営 業 利 益 1,934,000 1,740,000 (-)194,000

※１ 単位当たり変動製造原価：原料費3,000円 /個＋変動加工費5,000円 /個＝8,000円 /個

※２ 実際変動売上原価：1,705,000円＋2,640,000円＝4,345,000円

本問では、解答用紙の予算・実績差異分析総括表に、収益の販売数量差異と原価の販売数量差異とがそ

れぞれ与えられていることから、いわゆる総額分析（項目別分析）により分析を行う。

１．売上高

予算販売単価25,000円 /個

販売価格差異 販売数量差異

△150,000円

実績販売単価24,700円 /個 ＋500,000円

実績販売量 予算販売量

500個 480個

販売価格差異：（24,700円 /個－25,000円 /個）×500個＝△150,000円〔不利差異〕

販売数量差異：25,000円 /個×（500個－480個）＝ 500,000円〔有利差異〕

合 計 350,000円〔有利差異〕

２．変動売上原価

実際変動売上原価4,345,000円

実績単価××円/個

単位当たり変動売上原価差異

△345,000円

予算単価8,000円 /個

販売数量差異

△160,000円

予算販売量 実績販売量

480個 500個

単位当たり変動売上原価差異：8,000円 /個×500個－ 4,345,000円＝△345,000円〔不利差異〕

販売数量差異：8,000円 /個×（480個－500個）＝ △160,000円〔不利差異〕

合 計 △505,000円〔不利差異〕
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３．変動販売費

実際変動販売費625,000円

実績単価××円/個

予算差異

△25,000円

予算単価1,200円 /個

販売数量差異

△24,000円

予算販売量 実績販売量

480個 500個

予算差異：1,200円 /個×500個－ 625,000円＝ △25,000円〔不利差異〕

販売数量差異：1,200円 /個×（480個－500個）＝△24,000円〔不利差異〕

合 計 △49,000円〔不利差異〕

問２ 変動売上原価差異のうち作業効率の悪化に起因する差異

単位当たり変動売上原価差異は、実績の単位当たり変動製造原価が予算どおりでなかったことにより

生じる。本問においては不利差異であるため、予算よりも高く付いたことを表している。単位当たり変

動製造原価が高くなってしまった原因として、原料などの経済的資源の価格高騰や製造現場における作

業効率の悪化などが挙げられる。経済的資源の価格高騰は作業効率の良否とは無関係であるため、変動

売上原価差異のうち作業効率の悪化を示す差異は、原料消費量差異と加工費の作業時間差異（能率差異）

である。

仕 掛 品

投入 完成

500個 500個 ← 在庫は存在しないため、販売量＝生産量である。

材料の標準消費量と標準作業時間

材料の標準消費量：500個× 10kg/個＝ 5,000kg

標準作業時間：500個×２時間/個＝1,000時間

〈変動売上原価差異のうち作業効率の悪化に起因する差異〉

原料消費量差異：300円 /kg×（5,000kg－ 5,500kg）＝ △150,000円

加工費の作業時間差異（能率差異）：2,500円 /時間×（1,000時間－1,100時間）＝△250,000円

合 計 △400,000円

問３ 売上高における販売数量差異の詳細分析

販売数量差異

＋500,000円

予算販売単価25,000円 /個

販売価格差異 市場占有率差異 市場総需要差異

△150,000円

実績販売単価24,700円 /個 △2,500,000円 ＋3,000,000円

実績販売量 予算販売量

500個 600個 ※ 480個
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※ 予算市場占有率にもとづく実績販売量

実績販売量500個÷実際市場占有率10％×予算市場占有率12％＝ 600個

市場占有率差異：25,000円 /個×（500個－600個）＝△2,500,000円〔不利差異〕

市場総需要差異：25,000円 /個×（600個－480個）＝ 3,000,000円〔有利差異〕

合計（販売数量差異） 500,000円〔有利差異〕

問題２ 設備投資の意思決定（新規投資）

問１ 製品Ｚの製造販売により追加的に獲得できる年間の税引後利益

（新規設備） 損益計算書

現金支出費用 売上高

5,800,000円

（※２） ＠5,000円×

減価償却費 3,000個

6,400,000円 ＝15,000,000円

（※１）

税引後 法人税

利益 （30％）

1,960,000円 ××

（※３）

※１ 減価償却費：（31,500,000円＋ 500,000円）÷５年＝6,400,000円

※２ 現金支出費用：2,000,000円＋ 3,000,000円＋（7,200,000円－6,400,000円）＝5,800,000円

※３ 税引後利益：（15,000,000円－ 5,800,000円－6,400,000円）×（１－0.3）＝ 1,960,000円

問２ 新規設備投資案の初期投資額、年々のキャッシュ・フロー、売却におけるキャッシュ・フロー

１．初期投資額

設置や試運転などのための支出は、固定資産の取得原価に含める。

31,500,000円＋ 500,000円＝ 32,000,000円（ COF）

２．年々のキャッシュ・フロー

（新規設備）キャッシュ・フロー

現金支出費用 製品売上収入

5,800,000円

＠5,000円×

減価償却費 ② 3,000個

6,400,000円 1,920,000円 ＝ 15,000,000円

①

6,440,000円 法人税

（30％）

××

③ 年々のキャッシュ・フロー

8,360,000円（ CIF）
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① （製品売上収入－現金支出費用）×（１－法人税率）

（15,000,000円－ 5,800,000円）×（１－0.3）

＝ 6,440,000円

② 減価償却費による法人税節約額

6,400,000円×0.3＝ 1,920,000円

③ 年々のキャッシュ・フロー（①＋②）

6,440,000円＋1,920,000円＝ 8,360,000円（CIF）

３．売却におけるキャッシュ・フロー

新規設備の５年後における簿価はゼロであるが、1,200,000円で売却できる。しかし、解体に100,000

円の支出を要するため、現金の純増加額と設備の売却益はともに1,100,000円となる。

新規設備の５年後の売却に関する仕訳を示せば、以下のとおりである。

（現 金）1,100,000 （設備売却益）1,100,000

なお、設備売却益による法人税増加額（COF）は 330,000円（＝1,100,000円× 0.3）であるため、売却

におけるキャッシュ・フロー（CIF）は 770,000円（＝1,100,000円－ 330,000円）である。

問３ 新規設備投資案の正味現在価値とその採否

（単位：円）

Ｔ 0 Ｔ 1 Ｔ 2 Ｔ 3 Ｔ 4 Ｔ 5

770,000

CIF 8,360,000 8,360,000 8,360,000 8,360,000 8,360,000

COF 32,000,000

NET △ 32,000,000 ＋ 8,360,000 ＋ 8,360,000 ＋ 8,360,000 ＋ 8,360,000 ＋ 8,360,000

＋ 33,381,480 × 3.993 ＋ 770,000

＋ 524,370

NPV ＋ 1,905,850
× 0.681

正味現在価値（NPV）：8,360,000円×3.993＋ 770,000円×0.681－ 32,000,000円＝ (+)1,905,850円

正味現在価値がプラスであるため、この投資案を採用すべきである。
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問４ 新規設備投資案が不採用となる製品Ｙのキャッシュ・フローの減少額（年間）

新規設備投資案の正味現在価値がマイナスであれば、当該投資案は採用すべきでない。したがって、

製品Ｙのキャッシュ・フローの減少額の現在価値が、問３で求めた正味現在価値を上回ると、当該投資

案は不採用となる。

よって、製品Ｙのキャッシュ・フローの減少額をＹとおき、次のように考えればよい（単位：円）。

Ｔ 0 Ｔ 1 Ｔ 2 Ｔ 3 Ｔ 4 Ｔ 5

770,000

CIF 8,360,000 8,360,000 8,360,000 8,360,000 8,360,000

COF 32,000,000 Ｙ Ｙ Ｙ Ｙ Ｙ

NET △ 32,000,000 ＋ 8,360,000 ＋ 8 , 3 6 0 , 0 0 0 ＋ 8 , 3 6 0 , 0 0 0 ＋ 8 , 3 6 0 , 0 0 0 ＋ 8,360,000

－Ｙ －Ｙ －Ｙ －Ｙ －Ｙ

＋33,381,480 × 3.993 ＋ 770,000

△ 3.993Ｙ

＋ 524,370

NPV ＋ 1,905,850
× 0.681

△ 3.993Ｙ

1,905,850円－ 3.993Ｙ＜0

3.993Ｙ＞1,905,850

∴ Ｙ＞477,297.77…円

以上より、Ｙが 477,298円以上ならば、この投資案は採択すべきでない。

問５ 法人税が課税されない場合の製品Ｚのキャッシュ・フロー

法人税が課税されない場合における製品Ｚの１年目のキャッシュ・フローは下記のとおりである。

（新規設備）キャッシュ・フロー

現金支出費用 製品売上収入

5,800,000円

＠5,000円×

減価償却費 3,000個

6,400,000円 ＝15,000,000円

税引前利益

2,800,000円

ネット・キャッシュ・インフロー

9,200,000円

15,000,000円－5,800,000円＝ 9,200,000円（CIF）

（注）減価償却費は現金支出を伴わないため、売上収入から控除しないことに注意する。

問題３ 理論問題

解答参照
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